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1. はじめに
現在，日本の中学・高校生において，自傷行為の

経験がある者は約 1 割であることが明らかになって
いる（Matsumoto	&	Imamura,	2008）。ここでいう
自傷行為（self-injury）とは，「意図的に，自らの意
思の影響下で行われる，致死性の低い身体損傷であ
り，その行為は社会的に容認されがたい性質を帯び
ており，心理的苦痛を軽減したり，意思を伝達した
りするために行われる（Walsh，2012	松本・山口・
小林訳	2018）」行為である。つまり自殺を目的とし
ない自らを傷つける行為を指し，その生徒の数が
1990 年代後半に増加して以来，いまなお教育現場
における問題の一つである。このような自傷をする
生徒に対して，教員は教育相談活動の枠組みで対応
に当たっていることが多い。文部科学省（2022）に
よれば，教育相談とは「一人一人の児童生徒の教育
上の諸課題について，本人又は保護者などにその望

ましい在り方について助言をするもの」と述べられ
ている。さらに，主に集団に焦点を当てて関わるこ
とで，集団に支えられた個の変容を図る活動である

「生徒指導」に対し，「教育相談」は，主に個に焦点
を当てて，児童生徒の個別性を重視し，面接や演習
を通して個の内面の変容を図ることを目指す活動で
あるとも述べられている（文部科学省，2022）。実
際の現場では，教育相談は事後の個別対応に重点が
置かれる傾向が高く，その意味では今日の自傷行為
をする生徒への対応も，リストカットなどが発見さ
れた事後における，生徒との個人面談といったよう
な教育相談活動が中心であろう。いじめや不登校と
いった課題に対しては，教職員に対する研修や，生
徒に対する予防プログラムなどが各学校現場で実践
されてきているが，それに比べて自傷行為に関する
教職員研修や予防プログラムといった活動は極めて
少なく，やはり生徒の自傷行為が発覚してからの事

要約：本稿では，教育現場における，自傷行為をする生徒への教育相談活動の現状と課題について
検討するために，教育現場の自傷に関連する先行研究を取り上げ整理した。教育現場では，自傷行
為をする生徒への対応における教職員の動揺や不安が高いこと，誤解が存在すること，学校として
の支援体制が不十分であることなどが見出され，現場での混乱が伺えた。加えて，自傷をする生徒
にとって，教師を頼ることのハードルは高く，生徒の多くが友人に援助を求めていることが示された。
そのため，自傷行為者と友人に関する先行研究についても概観し，自傷行為の抑制や MHFA の実施
者，他の大人や専門家への仲介者といったような友人の援助的役割と，自傷の促進といった危険性，
さらには自傷の伝染や抱え込みといった友人側の危険性について整理した。以上のことから，中学
や高校における自傷をする生徒の支援に対して，その生徒の友人たちを援助資源として見出すこと
は，大変効果的であると考えられた。そして，友人を援助資源として活用するためには，自傷をす
る生徒のみならず，生徒全体に対して介入していくことが大切である。つまり，従来の教育相談の
ような個に焦点を当てた事後対応だけでなく，集団にも焦点を当て，早期発見，早期支援を目的と
してチーム体制であたるといったような取り組みが重要であると考えられた。
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に及ぼす影響についての吟味も必要であろう。
【多胡太佑】家庭の経済的資本の格差と不利

３報告を理解するには，韓日米それぞれの社会及
び学校教育の現状や相違を念頭に置く必要があろ
う。韓国社会における教育格差は，公教育財政の問
題というよりは，家庭の経済的資本の格差からなる
私教育の不利や入試情報の接近性の差異ともいえ
る。私教育の影響が強い社会ほど「進捗状況」を教
師によるものと見ることが難しくなり，公教育の成
果や「発達」を学習科目の成績の変化から判断する
ことが適切なのかという問いが生まれる。尾﨑報告
の地域事例は，入試成績向上を第一義とする社会に
おける「教育の機会均等」「ウェルビーイング」を
問い直す上で示唆的である。
【渡部昭男】報告者が込めた意味・価値・想い

崔報告は，憲法・法令があまねく認める許容的平
等に位置づく水平的平等に意味を込めていた。尾﨑
報告は，競争的・選別的な社会に対抗する連帯と互
酬性に価値を見出そうとしていた。西野報告は，付
加価値型評価ではなく伸長度評価という訳出にその
独自性があった。学ぶところの多い対話企画であっ
たが，生存権・発達権・幸福追求権などからの吟味
は更なる検討課題として残された。

謝辞
本研究は，JSPS 科研費 22K02702（2022-25）の

助成を受けた（研究代表者・渡部昭男）。

注
1)	崔浚烈 2024［韓国語］「교육재정이 교육의 기

회 균 등 에 미 친 영 향 재 음 미 」https://hdl.handle.
net/20.500.14094/0100490914，［ 日 本 語 ］「 教 育
財政が教育の機会均等に及ぼす影響の再吟味」
https://hdl.handle.net/20.500.14094/0100490916

（翻訳及び当日通訳：肥後耕生）に基づき要約した。
2)	Jones,	Thomas	H.(1985).	 Introduction to School 

Finance: Technique and Social Policy.		Macmillan	
Publishing	Company.	

3)	キム・シンイル 2015『教育社会学』教育科学社。
4)	キム・グァンソク，チュ・ドンボム 2016「憲法

と教育基本法に現れた教育権の分析」『韓国自治
行政学報』30(4),	139-160.

5)	崔 浚 烈 2023［ 韓 国 語 ］「교육재정이 교육의 기
회균등에 미친 영향」ht t p s : // h d l . h a n d l e . n e t /	
20.500.14094/0100478460，［日本語］「教育財政が
教育の機会均等に及ぼす影響」https://hdl.handle.
net/20.500.14094/0100478461（翻訳：肥後耕生）。

6)	教育部「地方教育財政交付金普通交付金交付報告
書」を引用したチェ・ギス 2021「地方教育財政交
付金配分基準の公平性分析：測定項目・測定単位

─ 58 ─

（171）



国の高校教師 150 名を対象とした調査では，教師
の 57％が自傷に対応する自信がないと回答してい
た（Carlson	et	al.,	2005）。Best（2006）の英国の教
師 34 名へのインタビュー調査においては，自傷を
する生徒へ対応した教師の多くに，ショック，パニッ
ク，不安といった反応がみられたことが明らかにさ
れている。本邦でも，自傷する生徒への対応につい
て，自傷行為への対応経験がある養護教諭 238 名の
うち，どう対応すべきか分からないと回答した者は
57.3％にのぼり（松本・今村 ,	2006），また，教師
277 名のうち，対応することに不安であると回答し
た者は 55.3％であったこと（坂口 ,	2015）などが明
らかにされている。このことから，多くの教師にとっ
て，自傷行為をする生徒に対応する際の不安や動揺
は大きく，強いては教師の動揺が自傷をする生徒側
にも強く伝わってしまっている可能性がある。必ず
しもこのような感情を隠し通さなければいけないわ
けではないかもしれないが，このような教師の様子
を感じとった生徒は，しばしば頼りづらいと感じた
り，生徒自身も不安を強めたりするのではないだろ
うか。また，教師の不安や動揺が，松本（2009）が
不適切な関わりとして指摘するような，自傷行為者
を頭ごなしに叱ったり，他者の注意を引くための行
動と決めつけて軽視するような対応に繋がってしま
うことも懸念される。

また，自傷の理由についての現代の見解として，
他者の注意を引くための自傷も確かに存在するもの
の，全体の割合としては少ないとの知見が認められ
ている（Doyle	et	al.,	2017）。しかし，現場では誤っ
た知識として，「自傷行為は主に他者の注意を引く
ための行為である」という認識が広まっていること
が指摘されており（Hawton	et	al.,	2006	松本・河西
訳	2008），実際，Carlson	et	al.（2005）の研究にお
いても，63％の教師が「自傷をする青少年は注意を
引くためにする」と答えている。本邦でも同様に，
養護教諭の 83.1％，教師の 56％が，自傷は「周囲
の注意を引くため」と回答していることが報告され
ており（松本・今村 ,	200；坂口，2015），教職員に
おける自傷行為への誤解や知識不足がしばしばある
と考えられる。

学校全体の対応傾向としては，組織的な対応体
制が確立されていないことが指摘されてきている

（金他 ,	2008；	佐野・加藤 ,	2016）。小学校から高校
までの 20 校の養護教諭へ質問紙調査を行った金他

（2008）は，緊急対応の必要な，自傷をする児童生
徒に対する学校全体の組織的対応システムの有無に
ついて，「ない」と答えた者が半数（50％）にのぼっ
たことを報告している。また，佐野・加藤（2016）
は，164 名の高校教師を対象に自傷行為への対応方
針について調査した結果，「危機介入」「相談対話」

後対応といった活動が中心となっている。しかし，
文部科学省（2022）は，近年の児童生徒への様々な
問題に対する教育相談の在り方として，事案が発生
してからのみではなく，未然防止，早期発見，早期
支援・対応，さらには，事案が発生した時点から事
案の改善・回復，再発防止までを一貫して支援する
ことを求めており，そのためには 1 対 1 の対応では
なく，チーム支援体制をつくって対応にあたる必要
性を説いている。自傷行為をする生徒への対応にお
いても，教員が一人で抱えずに，チーム体制を作っ
て関わることが推奨されているが（松本 ,	2009），
実際は，自傷問題への学校側の体制の不十分さや

（佐野・加藤 ,	2016），教員間での認識が違うこと
による連携の難しさなどが指摘されており（坂口 ,	
2015），教育相談活動がうまく機能していないこと
も十分想定される。加えて，自傷をする生徒のほと
んどは教師に相談しないことが明らかにされてお
り（Evans	et	al.,	2005），より一層，教育現場にお
ける自傷行為への対応の難しさがうかがえる。一方
で，自傷をする生徒は，友人に対しては比較的相談
しやすいことがわかっており（Evans	et	al.,	2005），
友人が，自傷をする生徒にとっての援助的資源にな
る可能性や，自傷をする生徒が教師及び専門家に繋
がるまでの仲介者となり得ることが指摘されている

（西・吉田 ,	2024）。しかし，教育現場における自傷
行為者と友人に関する研究は未だ少なく，知見も十
分には整理されてきていない。

そこで本稿では，教育現場における，自傷行為を
する生徒への教育相談の現状と課題について検討す
るために，教育現場の自傷行為に関連する先行研究
を取り上げ整理することを目的とする。具体的には，
教育現場における自傷行為への対応の実態と課題 ,
また友人の援助的役割と危険性，および支援研究に
ついてまとめ，自傷行為をする生徒への教育相談活
動の課題と展望について検討する。

2. 自傷行為をする生徒へ対応する教育現場の実態
（1）自傷行為に対応する教職員

本邦において，自傷をする生徒の対応経験がある
養護教諭は，中学で 96.3％，高校で 99.0％であった

（松本他 ,	2009）。養護教諭以外の教師においても，
中学及び高校教師の 83.3％に対応経験があり，対応
経験人数の平均は 3.5 人であったことが報告されて
いる（坂口 ,	2015）。このように教師まで繋がった
生徒の数は，あくまで自傷行為をする生徒群のうち
の氷山の一角であろうが，それでも，上記の結果か
ら，本邦におけるほとんどの教師に自傷行為への対
応が求められていることは明らかである。

一方で，対応する教師の自信のなさや不安が大き
いことは，国内外で広く指摘されてきている。米
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はわずか 10％以下であったのに対し，「友人」に打
ち明けた者は男子の 31.9%，女子の 43.8% であった
ことが明らかにされている。さらに，大人に頼らず
友人を頼る傾向は，自傷経験のない生徒より，自傷
経験のある生徒の方が高かったことも報告されてい
る（Evans	et	al.,2005）。つまり，活用できる社会資
源が乏しい自傷行為者にとって，彼らの友人はハー
ドルの低い重要な援助資源となり得る可能性があ
る。そのため，次に，自傷行為者とその友人に関す
る知見についてまとめる。

3. 自傷行為をする生徒と友人に関する知見
（1）自傷行為をする生徒からみた友人

Heath	et	al.（2009）の調査において，自傷経験
者 23 名のうち，65％が自傷行為について友人に話
したと回答しており，全対象者のうち，33.3％が
1 ～ 2 回，23.8％が 3 ～ 10 回，9.5％が 10 回以上
友人と自傷について話したと回答している。また
Michelmore	&	Hindley（2012）の文献レビューに
よれば，自傷行為をする若者の援助希求先につい
て，各研究において結果に大きなばらつきがあった
にも関わらず，専門的なネットワークとインフォー
マルなネットワークの両方を対象にしていた 6 つの
研究の全てで，自傷行為者はインフォーマルなネッ
トワークから助けを求める割合が高かったことが示
されている。さらに，その具体的な援助希求先につ
いて調査している 5 件のうち 4 件の研究が，友人や
仲間に援助を求める傾向が最も高かったと報告して
いる（Michelmore	&	Hindley,	2012）。

本邦においては，自傷行為をする若者の援助希求
先について調査した研究は，大学生以上を対象にし
たものが散見される程度である。そのような中で，
Watanabe	et	al.（2012）は一般の中学，高校生を対
象に調査し，自傷経験の有無に限らず，心理的苦痛
について助けを求める最も一般的な情報源は友人で
あったことが報告されている（中学生約 75％ , 高校
生約 80％）。さらに，2 番目に多かったのは家族で
あったが，自傷行為者は , 自傷を経験していない者
よりも家族に相談する傾向が有意に低かったことが
明らかにされている。古川他（2015）の一般大学生
228 名に対する調査においては，「仮にあなた自身
がリストカットを行っているとしたとき，相談する
相手は誰だと思いますか」という質問に対して，「同
性の友人」との回答が男性 46.2％，女性 47.5％と共
に最も高い割合であったことが報告されている。ま
た井上（2017）の自傷経験のある大学生 253 人を
対象にした研究では，自傷について他者に相談し
た者はわずか 8.9％であり，その相談相手の内訳は
親が 61.9％，友人が 52.4％，教師が 23.8％，恋人が
14.3％であることが報告された。一方で，この調査

「指導説諭」「連携見守り」の 4 つの対応のうち，互
いに矛盾するはずの対応全てを行う一群と，全てに
消極的な群の 2 つに分かれることが示され，学校内
における教師の混乱や，役割分担がなされていない
現状に警鐘を鳴らしている。

このように，教師の対応における動揺や不安が高
いことや学校としての対応体制が不十分であること
を踏まえると，教育現場における自傷行為問題への
混乱は大きく，未だ深刻な問題のひとつであるとい
えよう。
（2）自傷行為をする生徒たちの援助希求先

坂口（2013）は，自傷をする生徒のブログの調査
によって，生徒が教師と関わる際の体験プロセスを
明らかにしている。坂口（2013）によれば，自傷行
為をする生徒は総じて，教師との関係性が非常にも
ろく，生徒たちにとって教師に冷たく見放されたと
感じる形で進むプロセスを辿って展開する可能性が
はるかに高いことを示している。上述したような教
師の不安や動揺が強い現状を踏まえると，自傷行為
をする生徒にとって，教師を頼ったり，関係を継続
したりするハードルは相当に高いことが推測され
る。つまり，本邦の教育現場には，教師に繋がらず，
それゆえ適切な支援にも繋がっていない生徒が数多
く潜んでいるのではないだろうか。

これまでの研究において，自傷行為者に対してど
のように対応すればよいかといった教師向けの支援
方法や介入事例の研究はいくつかみられる（松岡 ,	
2012；佐久間 ,	2011；八尋 ,	2008）。例えば，佐久
間（2011）は，自傷行為を繰り返す高校の女子生徒
1 名に対して，認知行動療法の技法を取り入れた独
自の学校生活適応プログラムを実施した事例につい
て報告している。この事例では，計 24 名の支援チー
ムによる約 1 年間の関わりによって，問題解決のス
キルを高めさせたり，自傷行為の理解を深めたうえ
で別の対処法を獲得させることで，自傷行為や自殺
企図が収まっていったことが示されている。一方で，
本プログラムが事例本人や学校の支援体制に合わせ
たオーダーメイドのものであることを限界点として
挙げ，より普遍的なプログラムの作成を課題として
いる。

しかし，すでに述べたように，そもそも自傷行為
をする生徒は，教師や専門家にまで支援がつながら
ないのである。では，どのような人物であれば生徒
たちが抵抗感なく自分のことを話せるのであろう
か。著者は，この観点を掘り下げていくことで，自
傷行為をする生徒の潜在的な社会資源を見出すこと
ができ，よりスムーズに適切な支援に繋げることが
できると考えている。Evans	et	al.（2005）の英国
の中学校 41 校の調査では，自分の自傷行為につい
て「教師・専門家」や「家族」に事前に相談した者

─ 61 ─

国の高校教師 150 名を対象とした調査では，教師
の 57％が自傷に対応する自信がないと回答してい
た（Carlson	et	al.,	2005）。Best（2006）の英国の教
師 34 名へのインタビュー調査においては，自傷を
する生徒へ対応した教師の多くに，ショック，パニッ
ク，不安といった反応がみられたことが明らかにさ
れている。本邦でも，自傷する生徒への対応につい
て，自傷行為への対応経験がある養護教諭 238 名の
うち，どう対応すべきか分からないと回答した者は
57.3％にのぼり（松本・今村 ,	2006），また，教師
277 名のうち，対応することに不安であると回答し
た者は 55.3％であったこと（坂口 ,	2015）などが明
らかにされている。このことから，多くの教師にとっ
て，自傷行為をする生徒に対応する際の不安や動揺
は大きく，強いては教師の動揺が自傷をする生徒側
にも強く伝わってしまっている可能性がある。必ず
しもこのような感情を隠し通さなければいけないわ
けではないかもしれないが，このような教師の様子
を感じとった生徒は，しばしば頼りづらいと感じた
り，生徒自身も不安を強めたりするのではないだろ
うか。また，教師の不安や動揺が，松本（2009）が
不適切な関わりとして指摘するような，自傷行為者
を頭ごなしに叱ったり，他者の注意を引くための行
動と決めつけて軽視するような対応に繋がってしま
うことも懸念される。

また，自傷の理由についての現代の見解として，
他者の注意を引くための自傷も確かに存在するもの
の，全体の割合としては少ないとの知見が認められ
ている（Doyle	et	al.,	2017）。しかし，現場では誤っ
た知識として，「自傷行為は主に他者の注意を引く
ための行為である」という認識が広まっていること
が指摘されており（Hawton	et	al.,	2006	松本・河西
訳	2008），実際，Carlson	et	al.（2005）の研究にお
いても，63％の教師が「自傷をする青少年は注意を
引くためにする」と答えている。本邦でも同様に，
養護教諭の 83.1％，教師の 56％が，自傷は「周囲
の注意を引くため」と回答していることが報告され
ており（松本・今村 ,	200；坂口，2015），教職員に
おける自傷行為への誤解や知識不足がしばしばある
と考えられる。

学校全体の対応傾向としては，組織的な対応体
制が確立されていないことが指摘されてきている

（金他 ,	2008；	佐野・加藤 ,	2016）。小学校から高校
までの 20 校の養護教諭へ質問紙調査を行った金他

（2008）は，緊急対応の必要な，自傷をする児童生
徒に対する学校全体の組織的対応システムの有無に
ついて，「ない」と答えた者が半数（50％）にのぼっ
たことを報告している。また，佐野・加藤（2016）
は，164 名の高校教師を対象に自傷行為への対応方
針について調査した結果，「危機介入」「相談対話」

後対応といった活動が中心となっている。しかし，
文部科学省（2022）は，近年の児童生徒への様々な
問題に対する教育相談の在り方として，事案が発生
してからのみではなく，未然防止，早期発見，早期
支援・対応，さらには，事案が発生した時点から事
案の改善・回復，再発防止までを一貫して支援する
ことを求めており，そのためには 1 対 1 の対応では
なく，チーム支援体制をつくって対応にあたる必要
性を説いている。自傷行為をする生徒への対応にお
いても，教員が一人で抱えずに，チーム体制を作っ
て関わることが推奨されているが（松本 ,	2009），
実際は，自傷問題への学校側の体制の不十分さや

（佐野・加藤 ,	2016），教員間での認識が違うこと
による連携の難しさなどが指摘されており（坂口 ,	
2015），教育相談活動がうまく機能していないこと
も十分想定される。加えて，自傷をする生徒のほと
んどは教師に相談しないことが明らかにされてお
り（Evans	et	al.,	2005），より一層，教育現場にお
ける自傷行為への対応の難しさがうかがえる。一方
で，自傷をする生徒は，友人に対しては比較的相談
しやすいことがわかっており（Evans	et	al.,	2005），
友人が，自傷をする生徒にとっての援助的資源にな
る可能性や，自傷をする生徒が教師及び専門家に繋
がるまでの仲介者となり得ることが指摘されている

（西・吉田 ,	2024）。しかし，教育現場における自傷
行為者と友人に関する研究は未だ少なく，知見も十
分には整理されてきていない。

そこで本稿では，教育現場における，自傷行為を
する生徒への教育相談の現状と課題について検討す
るために，教育現場の自傷行為に関連する先行研究
を取り上げ整理することを目的とする。具体的には，
教育現場における自傷行為への対応の実態と課題 ,
また友人の援助的役割と危険性，および支援研究に
ついてまとめ，自傷行為をする生徒への教育相談活
動の課題と展望について検討する。

2. 自傷行為をする生徒へ対応する教育現場の実態
（1）自傷行為に対応する教職員

本邦において，自傷をする生徒の対応経験がある
養護教諭は，中学で 96.3％，高校で 99.0％であった

（松本他 ,	2009）。養護教諭以外の教師においても，
中学及び高校教師の 83.3％に対応経験があり，対応
経験人数の平均は 3.5 人であったことが報告されて
いる（坂口 ,	2015）。このように教師まで繋がった
生徒の数は，あくまで自傷行為をする生徒群のうち
の氷山の一角であろうが，それでも，上記の結果か
ら，本邦におけるほとんどの教師に自傷行為への対
応が求められていることは明らかである。

一方で，対応する教師の自信のなさや不安が大き
いことは，国内外で広く指摘されてきている。米
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は注目を集めるための行為である」という考えにつ
いて，自傷経験のある生徒は 56.9％が反対したのに
対し , 自傷経験のない生徒は 35.9％にとどまり，有
意に少なかったことを明らかにしている。つまり，
教職員の間で広まっている誤解のように，生徒の間
でも自傷行為の主な理由が「注目を集めたい」から
であるといった誤解がしばしばみられており，特に
自傷をしていない中学生において，その傾向が高い
と考えられる。Newton	&	Bale（2012）も，自傷行
為は誤解されることが多い現象であると述べてお
り，この理解不足が自傷行為者に対する否定的な態
度や偏見につながる可能性を危惧している。本邦に
おいても，自傷をする子どもたちは，誰かの真似や
関心を引こうとしていると言われることによって深
く傷ついたり，これを回避するために自傷経験を他
者にひたすら隠したりしている現状が指摘されてい
る（松本 ,	2009）。つまり，このような周囲からの
自傷への捉え方やイメージが，自傷行為をする生徒
の援助希求行動の低さにつながっている可能性が考
えられる。

これらのことから，自傷行為をする友人を知って
いたり関わったりする者は半数近くにのぼる可能性
があり，その友人との関わりに戸惑いや動揺を感じ
たりすることも多いようである。また，中学生の間
でも，自傷行為は主に他者の注意を引くための行為
であると誤解されることがしばしばあり，これに
よって自傷行為者が傷ついたり，他者への相談を拒
んだりすることに繋がっている可能性が考えられ
る。

4. 自傷行為者にとっての友人の役割
（1）援助的役割

自傷行為者にとっての友人の役割や危険性につい
ての研究は少なく，主に質的な研究により徐々に知
見が積みあがっているが，未だ不明瞭な部分も多い。
そのような中で，古川他（2015）の自傷行為者と友
人として関わった大学生 4 名へのインタビュー調査
によれば，友人として自傷行為者の援助に関わるこ
とで，自傷行為者のリストカットの頻度が減り，効
果があったことが示されている。また，効果的であ
ると思われた対応については個別性がみられ，自傷
行為者自身の意思でリストカットをやめる決断をさ
せる，リストカットに気づいているというサインを
送る，積極的に声掛けをする，リストカットする前
に自分にサインを出してもらうように伝える，など
が挙げられている。一方で，援助者の対応によって
リストカットが即座に止まったわけではなく，一時
的に頻度が減っても，長期的にみると完全にやめさ
せることができるとは限らないという結果も示され
ている（古川他，2015）。また，大門（2009）が，

において相談相手の人数については言及されていな
いため，相談したことのある友人が複数人いる回答
者の実態までは拾えていない可能性も考えられる。

以上のことから，自傷行為者にとって友人は確か
な援助希求先であり，他者に相談する自傷行為者の
うち半数以上が友人を選んでいる可能性が高いと考
えられる。
（2）一般人口における生徒からみた，友人の自傷

一方で，主に自傷経験のない者を対象とした，自
傷をする友人を持つ者に関する研究も，少数ではあ
るがみられている。上記では自傷行為者の視点から
友人との関わりを調査した研究を主に挙げたが，こ
こではその友人側の視点から調査した研究を取り上
げる。

まず，自傷行為をする友人がどの程度いるかを調
査した研究としては，例えば，ベルギーの一般高校
生 150 名を対象とした Claes	et	al.（2010）の調査
などがあり，高校生の約半数（52.7％）に自傷行為
をする友人がいたことが報告されている。本邦にお
いては，大学生を対象としたものがほとんどである
が，谷他（2015）の大学生 313 名を対象とした研究
では，知り合いに自傷行為者がいる者は 45.0％であ
り , その内訳は友人が 69.5％と最も多く，次いで顔
見知りが 32.6％，恋人が 7.1％，家族が 5.6％であっ
たことが明らかにされている。また，井上（2017）
の大学生 419 名に対する調査では，自傷行為につ
いて相談された経験がある者は 19.8％であり，その
内訳は友人が 86.7％と圧倒的に多く，次いで後輩
4.8％，恋人及び先輩が 3.6％であった。

また，自傷行為をする友人への対応や関わりにつ
いての研究は，高校生以下を対象としたものは本邦
ではほとんどみられず，海外において若干数調査さ
れている程度である。例えば，英国において，半年
以内に自己切傷をした友人を持つ 13 歳から 18 歳
の女性 8 名にインタビュー調査をした Hall	&	Melia

（2022）は，ほとんどの研究対象者が，自己切傷を
した友人に対して，助ける義務を感じる一方で，他
人に打ち明けるべきかどうかのジレンマに陥ってい
たことを明らかにしている。また，英国の，思春期（14
歳～ 17 歳）に自傷行為をした友人を支援していた
女子大学生 9 名（18 ～ 20 歳）を対象とした Bilello	
et	al.（2024）の研究では，研究対象者自身が，自分は，
自傷行為をする友人にとって自傷の話題を話せる唯
一の人であると感じていたことや，支援したいとい
う意志を持ちながらも，その対応についての動揺や
苦悩が大きかったことが示されている。

また，自傷行為への一般的な態度に関する研究は，
英国の中学生 856 名を対象とした Doyle（2017）の
研究がある。Doyle（2017）は，自傷行為をする若
者に関する質問紙調査を実施し，「若者の自傷行為
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ファーストエイド（Mental	Health	First	Aid：以下，
MHFA）という概念から友人の役割を検討するこ
とができる。MHFA とは，適切な専門的支援を受
けるまで，あるいは危機的状況が解決するまでに非
専門家により提供される支援を指し，具体的には，

「声をかけ，自傷，他害等のリスクを評価する」，「判
断，批判せずに話を聴く」，「安心につながる支援と
情報を提供する」，「専門家のサポートを受けるよう
勧める」，「自分でできる対処法（セルフヘルプ）を
勧める」といった援助が推奨されている（Kitchener	
et	al.,	2017	メンタルヘルス・ファーストエイド・ジャ
パン訳	2021）。大学生を対象とした研究ではあるが，
自傷行為者の友人が，自傷行為へ行う援助方法とし
て最も選ばれているのが，性別や親しさを問わず「悩
み／話を聞く」ことであり（古川他 ,	2015；	悉知・
酒井 ,	2015），MHFA における「判断，批判せずに
話を聴く」が実践されている可能性が考えられる。
さらに，「専門家のサポートを受けるよう勧める」
点においても，自傷行為者の自傷の開示行動に関す
る調査（Armiento	et	al.，2014）によって，友人が，
自傷行為者を医師やカウンセラーなどの専門的なサ
ポートへ繋げるための重要な仲介者になり得ること
が指摘されている。このように，自傷行為者の友人
は，自傷行為者に MHFA を行える最も身近な援助
資源であると考えられる。

一方で，自傷行為者の友人へのインタビュー調
査では，「みんな心配するからリストカットはして
はだめだよ」「自分の身体を傷つけていいことはな
いと諭した」といったような，決めつけた態度や
批判的な態度で接する対応や（古川他 ,	2015），「本
人が自力で解決できることだから」「よくあること
だから」「専門家への相談を勧めても拒否されたか
ら」などの理由で，専門家へ相談を勧めようと思わ
ない場合もあることが報告されている（悉知・酒井 ,	
2015）。つまり，友人の対応が自傷行為者を傷つけ
たり，結果的に他の援助希求行動を抑制することに
繋がる危険性もはらんでいると考えられる。

以上のことから，まず，自傷をする生徒の友人は，
自傷をする生徒に対して大きな援助的役割を持つ可
能性が考えられる。一方で，友人の適切ではない関
わりが，自傷行為者の自傷頻度や程度を促進したり，
傷つけたり，今後の援助希求行動を抑制してしまう
危険性も潜んでいることが示唆された。

5. 自傷行為者と関わる友人側の危険性
（1）自傷の伝染現象

また，自傷行為者と関わる友人側の危険性も存在
すると考えられる。その危険性とは，まず自傷行為
の伝染現象が挙げられるであろう。つまり，自傷行
為者に友人として関わったり，支援したりするうち

自傷行為を経験している高校生 6	名を対象に行っ
た研究では，うち 4 名において友人や恋人との約束
が自傷をやめるきっかけになったことを明らかにし
ている。一方で，友人や恋人との喧嘩や失恋が自傷
行為の直接の動機となることも同時に明らかにして
いる。

他に，自傷への直接的な抑制ではなくとも，自傷
行為者にとって，自分自身の自傷を知っている仲の
よい友人がいる事自体が，精神的な支えとなってい
る可能性も考えられる。例えば，自傷をする生徒に
とって，保健室で，クラスメイトとは雰囲気の違う
仲間ができ，そこで話すことが息抜きになっていた
事例が報告されている（坂口 ,	2021）。庄（2009）も，
自傷を行う子どもに対して，他者との安定した対人
関係を形成することが支援に繋がっていくと指摘し
ている。また山口（2022）は，自傷をやめるプロセ
スについて，「自身の心身が何となく制御可能なも
のとして実感されたり，環境変化や周囲のサポート
を具体的に感じ続けられたりすると自然に，なくて
も生きられる感じが出始めて，自傷を緩やかに手放
していく」と指摘している。つまり，自傷をする生
徒がこのような「周囲のサポート」を感じ続けるた
めに，友人は大きな役割を担うことができると考え
られる。

加えて，自傷行為の代替行動を習得するといった
観点からも，友人は援助的役割を担える可能性があ
る。なぜなら，Walsh	et	al.（2005）は自傷の代替
行動として「他者とのコミュニケーション」が役に
立つと述べており，その相手として最も適している
のは友人か家族であると指摘しているからである。
（2）MHFAを行える者として

また，自傷行為者にとっての友人の役割として顕
著に挙げられるのは，すでに示してきた通り，自
傷行為者の援助希求先としての役割であろう。中
学，高校生 17,671 名を対象とした調査において，
過去 1 年間に自傷していた生徒の約 40％（中学生
40.6％，高校生 37.6％）が，「心理的な問題を認識
していたにも関わらず，誰にも助けを求めなかっ
た」ことが明らかにされており，自傷をする生徒は
援助希求行動をしない傾向にあることが指摘されて
いる（Watanabe	et	al.,	2012）。そのような中で，友
人は援助希求先として最も頼られやすい存在であり

（Evans	et	al.,	2005），友人は大きな援助資源となり
うる可能性がある。さらに，友人に繋がったのち
に，スクールカウンセラーや病院などの専門的な援
助者，援助機関への仲介者としての役割を担える可
能性も考えられる。

このように，友人が援助者として最初に繋がり
やすい者であり，専門家に繋がる前の初期の援
助資源であるという観点では，メンタルヘルス・
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は注目を集めるための行為である」という考えにつ
いて，自傷経験のある生徒は 56.9％が反対したのに
対し , 自傷経験のない生徒は 35.9％にとどまり，有
意に少なかったことを明らかにしている。つまり，
教職員の間で広まっている誤解のように，生徒の間
でも自傷行為の主な理由が「注目を集めたい」から
であるといった誤解がしばしばみられており，特に
自傷をしていない中学生において，その傾向が高い
と考えられる。Newton	&	Bale（2012）も，自傷行
為は誤解されることが多い現象であると述べてお
り，この理解不足が自傷行為者に対する否定的な態
度や偏見につながる可能性を危惧している。本邦に
おいても，自傷をする子どもたちは，誰かの真似や
関心を引こうとしていると言われることによって深
く傷ついたり，これを回避するために自傷経験を他
者にひたすら隠したりしている現状が指摘されてい
る（松本 ,	2009）。つまり，このような周囲からの
自傷への捉え方やイメージが，自傷行為をする生徒
の援助希求行動の低さにつながっている可能性が考
えられる。

これらのことから，自傷行為をする友人を知って
いたり関わったりする者は半数近くにのぼる可能性
があり，その友人との関わりに戸惑いや動揺を感じ
たりすることも多いようである。また，中学生の間
でも，自傷行為は主に他者の注意を引くための行為
であると誤解されることがしばしばあり，これに
よって自傷行為者が傷ついたり，他者への相談を拒
んだりすることに繋がっている可能性が考えられ
る。

4. 自傷行為者にとっての友人の役割
（1）援助的役割

自傷行為者にとっての友人の役割や危険性につい
ての研究は少なく，主に質的な研究により徐々に知
見が積みあがっているが，未だ不明瞭な部分も多い。
そのような中で，古川他（2015）の自傷行為者と友
人として関わった大学生 4 名へのインタビュー調査
によれば，友人として自傷行為者の援助に関わるこ
とで，自傷行為者のリストカットの頻度が減り，効
果があったことが示されている。また，効果的であ
ると思われた対応については個別性がみられ，自傷
行為者自身の意思でリストカットをやめる決断をさ
せる，リストカットに気づいているというサインを
送る，積極的に声掛けをする，リストカットする前
に自分にサインを出してもらうように伝える，など
が挙げられている。一方で，援助者の対応によって
リストカットが即座に止まったわけではなく，一時
的に頻度が減っても，長期的にみると完全にやめさ
せることができるとは限らないという結果も示され
ている（古川他，2015）。また，大門（2009）が，

において相談相手の人数については言及されていな
いため，相談したことのある友人が複数人いる回答
者の実態までは拾えていない可能性も考えられる。

以上のことから，自傷行為者にとって友人は確か
な援助希求先であり，他者に相談する自傷行為者の
うち半数以上が友人を選んでいる可能性が高いと考
えられる。
（2）一般人口における生徒からみた，友人の自傷

一方で，主に自傷経験のない者を対象とした，自
傷をする友人を持つ者に関する研究も，少数ではあ
るがみられている。上記では自傷行為者の視点から
友人との関わりを調査した研究を主に挙げたが，こ
こではその友人側の視点から調査した研究を取り上
げる。

まず，自傷行為をする友人がどの程度いるかを調
査した研究としては，例えば，ベルギーの一般高校
生 150 名を対象とした Claes	et	al.（2010）の調査
などがあり，高校生の約半数（52.7％）に自傷行為
をする友人がいたことが報告されている。本邦にお
いては，大学生を対象としたものがほとんどである
が，谷他（2015）の大学生 313 名を対象とした研究
では，知り合いに自傷行為者がいる者は 45.0％であ
り , その内訳は友人が 69.5％と最も多く，次いで顔
見知りが 32.6％，恋人が 7.1％，家族が 5.6％であっ
たことが明らかにされている。また，井上（2017）
の大学生 419 名に対する調査では，自傷行為につ
いて相談された経験がある者は 19.8％であり，その
内訳は友人が 86.7％と圧倒的に多く，次いで後輩
4.8％，恋人及び先輩が 3.6％であった。

また，自傷行為をする友人への対応や関わりにつ
いての研究は，高校生以下を対象としたものは本邦
ではほとんどみられず，海外において若干数調査さ
れている程度である。例えば，英国において，半年
以内に自己切傷をした友人を持つ 13 歳から 18 歳
の女性 8 名にインタビュー調査をした Hall	&	Melia

（2022）は，ほとんどの研究対象者が，自己切傷を
した友人に対して，助ける義務を感じる一方で，他
人に打ち明けるべきかどうかのジレンマに陥ってい
たことを明らかにしている。また，英国の，思春期（14
歳～ 17 歳）に自傷行為をした友人を支援していた
女子大学生 9 名（18 ～ 20 歳）を対象とした Bilello	
et	al.（2024）の研究では，研究対象者自身が，自分は，
自傷行為をする友人にとって自傷の話題を話せる唯
一の人であると感じていたことや，支援したいとい
う意志を持ちながらも，その対応についての動揺や
苦悩が大きかったことが示されている。

また，自傷行為への一般的な態度に関する研究は，
英国の中学生 856 名を対象とした Doyle（2017）の
研究がある。Doyle（2017）は，自傷行為をする若
者に関する質問紙調査を実施し，「若者の自傷行為
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の 28.6% はそのことを誰にも話していないことが明
らかにされている。また，古川他（2015）のインタ
ビュー調査によれば，友人が，自傷行為者から相談
を受けた後に，第三者には援助を求めずに一人で問
題を抱え込む傾向があることを明らかにし，友人側
のサポートも必要であることや，友人が援助に関わ
ることの危険性についても考慮して援助方法を検討
すべきであると指摘している。自傷行為を相談され
た友人は，自分の対応に対して動揺や苦悩を持ちや
すいことを踏まえると（Bilello	et	al.,	2024），抱え
込みはその苦悩を助長させ，友人の精神的健康に悪
い影響を及ぼす可能性がある。それだけではなく，
上記の「新規型自傷伝染」を引き起こす促進要因と
なる危険性も考えられる。また，自傷行為者の友人
が誰にも相談できていないということは，MHFA
の行動の一つである「専門家のサポートを受けるよ
う勧める」行動にも繋がっていないことを示してい
る。つまり，自傷行為者が勇気を出して友人に相談
したところまでは良いとしても，その後，二人とも
適切な支援にまでは繋がれず，二人だけで抱え続け，
最終的には共倒れとなることも懸念される。

以上のことより，自傷行為者だけでなく，自傷行
為者と関わる友人側にも，「新規型自傷伝染」や抱
え込みといった危険性が潜んでいる可能性が考えら
れる。一方で，このような友人側の危険性に対する
研究は，限定された対象者や一般化するまでには至
らない質的な調査が大半であり，今後のさらなる調
査が求められているといえるだろう。

6. 教育現場における，友人も視野に入れた支援
（1）教育現場における支援研究

自傷行為者に対する支援研究は，医療の分野
から始まっており，これまで，認知行動療法や
弁証法的行動療法を中心に行われてきている

（Muehlenkamp,	2006）。しかし，研究の対象者や数
が限られており，その有効性が十分に確認されてい
ないものや，治療期間が長くドロップアウトしやす
いこと，BPD 患者における自傷行為に特化してお
り自傷行為者への一般化は難しいことなどが指摘さ
れている（Muehlenkamp,	2006）。一方で，教育現
場における支援研究は未だ少なく，個別事例に対す
る研究が中心である（松岡 ,	2012；佐久間 ,	2011；
八尋 ,	2008）。さらに，これらの研究はカウンセラー
や教師といった大人の援助者が支援するものが中心
であり，友人を支援に取り入れた研究はより少ない。
しかし，前述したように，そもそも大人からの支援
に繋がりにくい現状があることや，友人の援助的役
割と危険性を考慮すると，友人を含めた支援の在り
方を模索することには，非常に重要な意義があると
考えられる。自傷行為の介入研究についてレビュー

に，自傷行為者の影響を受けて，自分も自傷行為を
初めてしまうといった危険性である。自傷の伝染現
象については，Walsh と Rosen によって「同グルー
プ内において，24 時間以内に自傷が二人以上に起
こること，および，同グループ内において，統計学
的に他とは区別される集団内に，もしくは，グルー
プ全体にまんべんなく一斉に自傷が発生すること」
と説明されているが（Walsh，2012	松本・山口・
小林訳	2018），これには「すでに自傷行為を行って
いる者同士が，お互いに誘発され合って自傷行為が
発生，促進される」場合と，「自傷経験のない者が，
自傷行為者の影響を受けて自傷を始める」場合とが
混在している。本稿では，主に後者の伝染を取り上
げ，便宜上「新規型自傷伝染」と名付け，「自傷経
験のない者が，自傷行為者や，自傷関連のコンテン
ツの影響を受けて自傷行為を始める現象」と定義す
る。また，前者の伝染は「相互型自傷伝染」と呼ぶ
こととする。

自傷の伝染現象において，「相互型自傷伝染」に
関する知見は徐々に報告されてきている（例え
ば，坂口 ,	2021；Taiminen	et	al.,	1998；	Walsh	&	
Rosen,	1985；）。一方で，「新規型自傷伝染」につ
いては，量的に調査した研究はほとんどない。また，

「新規型自傷伝染」に限らず，自傷の伝染現象の研
究は，学校附設の寄宿寮，精神科の思春期病棟や養
護施設，少年院や刑務所といった特殊な環境下にお
ける研究が大部分を占めている（松本 ,	2009）。し
かし，自傷行為者が最も自傷を打ち明ける相手が友
人である以上（Evans	et	al.,	2005），病院などの特
殊な環境下のみならず，友人関係を中心とした集団
生活の場である教育機関においても，自傷行為の伝
染は十分に起こり得ると考えられる。未発表のデー
タではあるが，松本（2009）は書籍「自傷行為の理
解と援助」の中で，クラスごとの自傷経験率を調査
したところ，クラスによって自傷経験者の割合が著
しくなったことを延べており，クラス単位で自傷行
為の「伝染現象」が起こっている可能性を指摘して
いる。また，大門（2009）による自傷行為者へのイ
ンタビュー調査においても，初めて自傷行為を経験
した際のきっかけとして，「自傷経験のある友人の
影響」が挙げられていたことを報告している。

以上のことから，自傷行為者の友人における，「新
規型自傷伝染」は，教育現場においても十分に生じ
る可能性が考えられ，さらなる研究が必要であろう。
（2）自傷行為を相談された友人側の抱え込み

また，自傷行為を相談された友人側が，その自傷
行為者のことを誰にも相談できず，1 人で抱え込み
やすいことも懸念される。Heath	et	al.（2009）の
研究では，自傷経験のある大学 1 年生のうち，30%
が他者から自傷行為を打ち明けられたが，そのうち
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と指摘している。これは，近年教育現場で推し進め
られている SOS の出し方教育（厚生労働省 ,	2022）
においても問題視されている視点であり，子どもた
ちの SOS の表出を単に促すのではなく，どのよう
に表出するのか，表出した結果どのようになるのか，
といったところまでを扱っていくことが重要であ
る。井上（2017）も，自傷行為者が友人に相談しや
すいことを受け，子どもたちには自傷の理解に加え，
相談を受けたときの対応についても教育していく必
要があると指摘している。さらに，自傷行為が何ら
かの不快気分を緩和するために行われる行為である
ことを伝え，ストレスに気づき，より適切な対処行
動がとれるような教育を行っていくが大切であると
述べている（井上 ,	2017）。他に，自らが不安定に
なることを恐れる傾向があることから（勝又・松本 ,	
2015），他者に援助を提供する方法だけでなく，セ
ルフケアの方法や，第三者への援助希求といったよ
うな，自分自身の心の健康を守るための教育も求め
られていると考えられる。加えて，すでに述べたよ
うに，自傷行為への誤解や偏見を減らし，正しい理
解を身につけるための心理教育も当然ながら必要で
あろう。そして最後に，教師や専門家といった援助
者の視点として，自傷行為に対してどのような目標
をもって介入するかといったことも重要である。こ
れまで述べてきたように，自傷行為は自殺行為では
なく，主に辛い感情を軽減するために選択された行
為である。つまり，死ぬための行為とはむしろ逆
で，死にたいぐらいの辛い感情を自傷行為でやり過
ごし，なんとかその瞬間を生き延びるための生存的
な対処法である。そのため，自傷行為を「辞められ
たかどうか」に援助者がとらわれることなく，自傷
行為という SOS のシグナルを通じて，自傷をする
生徒自身を支援していくことが重要である。そして，
そのような支援の過程において，自傷をする生徒が

「確かに援助された」「周囲を頼ってもよい」といっ
た体験をすることこそが，自傷行為を手放すための
きっかけとなり得るのではないだろうか。つまり，
山口（2022）が述べるように，自傷行為が「なくて
も生きられる」感覚や環境を目指すことが，重要で
あるといえるだろう。加えて，この支援の過程に友
人を組み込むことで，友人側にとっても良い影響を
与えることができるかもしれない。すなわち，自傷
をする生徒を，友人として援助する経験を通して，
友人側の援助提供，および援助希求における態度の
向上に繋がる可能性が考えられる。

7. まとめ
本稿では，教育現場における自傷行為への対応の

実態，友人の援助的役割と危険性，そして教育現場
における自傷行為者支援に関する研究を概観し，現

している山口他（2013）も，近年，自傷行為に対す
る介入効果が示されているプログラムは，自傷行為
者個人への長期的で大規模なアプローチ方法である
ため，その導入コストの大きさに加え，予防のため
の介入も重要である学校現場においてはそぐわない
側面があることを指摘しており，自傷をしない生徒
も含めた，生徒全体を対象とした心理教育プログラ
ムの必要性を説いている。

そのような中で，2000 年代の米国では生徒全体
を対象として実施することを想定した，自傷行為
を予防するためのプログラム「The	Signs	of	Self-
Injury（自傷のサイン；以下，SOSI）」が開発され
た（Jacobs	et	al.,	2009	松本訳	2010）。SOSI では，
友人同士のサポートに着目しており，他者が自傷行
為者の問題に「気づき，関わり，あるいは心配を
伝え，信頼できる大人に繋げる（:	Acknowledging	
the	signs,	demonstrating	Care	 for	the	person	and	
a	desire	to	offer	help,	and	to	Tell	a	trusted	adult.）」
ことを目的としている。この介入プログラムは，米
国ではすでにその有効性が示されており，高校生
274 名に実施した Muehlenkamp	et	al.（2010）の研
究では，自傷行為への正しい知識，自傷行為をした
際の援助希求態度などが有意に向上し，自傷をする
友人に対する否定的な態度が減少したことが報告さ
れている。一方で，自傷行為者の実際の援助要請行
動や，友人への実際の援助希求行動には有意差がみ
られなかったことも報告されている（Muehlenkamp	
et	al.,	2010）。

以上のように SOSI は，米国においては一定の有
効性が示されているが，このプログラムは心理の専
門家が常駐している米国の環境下において構成され
ており，多くの専門家との連携を視野に入れた介入
方法となっている。スクールカウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカーといった専門家のほとんどが
非常勤の体制である本邦では，そのままの形で実施
するのは現実的ではない。また，日本では，自傷行
為者の友人が，自分が不安定になることを避けて援
助を行わない傾向にあること，自傷への嫌悪・回避
感情が働きやすいことなどが指摘されており（勝又・
松本 ,	2015），米国のプログラムを直接日本に導入
することは難しいと考えられる。
（2）本邦における支援に求められている要素

では，本邦の教育現場における支援や介入プログ
ラムには，どのようなものが求められているのだろ
うか。上述の勝又・松本（2015）によれば，自らが
不安定になることを恐れる傾向があるため，単に

「大人につなげること」の重要性を強調するだけで
はなく，関わりへの不安を低減させる正確な情報提
供と，相談の同行等も含めた「積極的なつなぎ方」
のトレーニングを同時に組み込んでいく必要がある
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の 28.6% はそのことを誰にも話していないことが明
らかにされている。また，古川他（2015）のインタ
ビュー調査によれば，友人が，自傷行為者から相談
を受けた後に，第三者には援助を求めずに一人で問
題を抱え込む傾向があることを明らかにし，友人側
のサポートも必要であることや，友人が援助に関わ
ることの危険性についても考慮して援助方法を検討
すべきであると指摘している。自傷行為を相談され
た友人は，自分の対応に対して動揺や苦悩を持ちや
すいことを踏まえると（Bilello	et	al.,	2024），抱え
込みはその苦悩を助長させ，友人の精神的健康に悪
い影響を及ぼす可能性がある。それだけではなく，
上記の「新規型自傷伝染」を引き起こす促進要因と
なる危険性も考えられる。また，自傷行為者の友人
が誰にも相談できていないということは，MHFA
の行動の一つである「専門家のサポートを受けるよ
う勧める」行動にも繋がっていないことを示してい
る。つまり，自傷行為者が勇気を出して友人に相談
したところまでは良いとしても，その後，二人とも
適切な支援にまでは繋がれず，二人だけで抱え続け，
最終的には共倒れとなることも懸念される。

以上のことより，自傷行為者だけでなく，自傷行
為者と関わる友人側にも，「新規型自傷伝染」や抱
え込みといった危険性が潜んでいる可能性が考えら
れる。一方で，このような友人側の危険性に対する
研究は，限定された対象者や一般化するまでには至
らない質的な調査が大半であり，今後のさらなる調
査が求められているといえるだろう。

6. 教育現場における，友人も視野に入れた支援
（1）教育現場における支援研究

自傷行為者に対する支援研究は，医療の分野
から始まっており，これまで，認知行動療法や
弁証法的行動療法を中心に行われてきている

（Muehlenkamp,	2006）。しかし，研究の対象者や数
が限られており，その有効性が十分に確認されてい
ないものや，治療期間が長くドロップアウトしやす
いこと，BPD 患者における自傷行為に特化してお
り自傷行為者への一般化は難しいことなどが指摘さ
れている（Muehlenkamp,	2006）。一方で，教育現
場における支援研究は未だ少なく，個別事例に対す
る研究が中心である（松岡 ,	2012；佐久間 ,	2011；
八尋 ,	2008）。さらに，これらの研究はカウンセラー
や教師といった大人の援助者が支援するものが中心
であり，友人を支援に取り入れた研究はより少ない。
しかし，前述したように，そもそも大人からの支援
に繋がりにくい現状があることや，友人の援助的役
割と危険性を考慮すると，友人を含めた支援の在り
方を模索することには，非常に重要な意義があると
考えられる。自傷行為の介入研究についてレビュー

に，自傷行為者の影響を受けて，自分も自傷行為を
初めてしまうといった危険性である。自傷の伝染現
象については，Walsh と Rosen によって「同グルー
プ内において，24 時間以内に自傷が二人以上に起
こること，および，同グループ内において，統計学
的に他とは区別される集団内に，もしくは，グルー
プ全体にまんべんなく一斉に自傷が発生すること」
と説明されているが（Walsh，2012	松本・山口・
小林訳	2018），これには「すでに自傷行為を行って
いる者同士が，お互いに誘発され合って自傷行為が
発生，促進される」場合と，「自傷経験のない者が，
自傷行為者の影響を受けて自傷を始める」場合とが
混在している。本稿では，主に後者の伝染を取り上
げ，便宜上「新規型自傷伝染」と名付け，「自傷経
験のない者が，自傷行為者や，自傷関連のコンテン
ツの影響を受けて自傷行為を始める現象」と定義す
る。また，前者の伝染は「相互型自傷伝染」と呼ぶ
こととする。

自傷の伝染現象において，「相互型自傷伝染」に
関する知見は徐々に報告されてきている（例え
ば，坂口 ,	2021；Taiminen	et	al.,	1998；	Walsh	&	
Rosen,	1985；）。一方で，「新規型自傷伝染」につ
いては，量的に調査した研究はほとんどない。また，

「新規型自傷伝染」に限らず，自傷の伝染現象の研
究は，学校附設の寄宿寮，精神科の思春期病棟や養
護施設，少年院や刑務所といった特殊な環境下にお
ける研究が大部分を占めている（松本 ,	2009）。し
かし，自傷行為者が最も自傷を打ち明ける相手が友
人である以上（Evans	et	al.,	2005），病院などの特
殊な環境下のみならず，友人関係を中心とした集団
生活の場である教育機関においても，自傷行為の伝
染は十分に起こり得ると考えられる。未発表のデー
タではあるが，松本（2009）は書籍「自傷行為の理
解と援助」の中で，クラスごとの自傷経験率を調査
したところ，クラスによって自傷経験者の割合が著
しくなったことを延べており，クラス単位で自傷行
為の「伝染現象」が起こっている可能性を指摘して
いる。また，大門（2009）による自傷行為者へのイ
ンタビュー調査においても，初めて自傷行為を経験
した際のきっかけとして，「自傷経験のある友人の
影響」が挙げられていたことを報告している。

以上のことから，自傷行為者の友人における，「新
規型自傷伝染」は，教育現場においても十分に生じ
る可能性が考えられ，さらなる研究が必要であろう。
（2）自傷行為を相談された友人側の抱え込み

また，自傷行為を相談された友人側が，その自傷
行為者のことを誰にも相談できず，1 人で抱え込み
やすいことも懸念される。Heath	et	al.（2009）の
研究では，自傷経験のある大学 1 年生のうち，30%
が他者から自傷行為を打ち明けられたが，そのうち
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状と課題について述べてきた。以上を踏まえると，
自傷をする生徒に対する教育相談活動は，いまだ十
分な体制が整えられているとはいえず，現場での知
識不足や対応における混乱，有効な支援方法が確立
されていないことなどが課題として挙げられる。一
方で，自傷をする生徒が最も援助を求めやすいのは
友人であり，その友人が持つ援助的役割と危険性は
徐々に明らかにされてきているといえるだろう。さ
らに，中学や高校における自傷行為をする生徒の支
援に対して，その生徒の友人たちを援助資源として
見出すことは，大変効果的であると考えられる。そ
して，そのような友人を援助資源として活用するた
めには，自傷行為をする生徒のみを対象として支援
するのではなく，生徒全体に対する介入方法を検討
していくことが重要である。つまり，従来の教育相
談のような個に焦点を当てた事後対応だけでなく，
集団にも焦点を当て，早期発見，早期支援を目的と
してチーム体制であたるといったような取り組みが
重要であると考えられる。文部科学省（2022）も，
教育相談について「児童生徒それぞれの発達に即し
て，好ましい人間関係を育て，生活によく適応させ，
自己理解を深めさせ，人格の成長への援助を図るも
のであり，決して特定の教員だけが行う性質のもの
ではなく，相談室だけで行われるものでもありませ
ん」と指摘しており，教育相談活動におけるあらゆ
る生徒への関わりと実践を推し進めている。一方で，
友人を教育現場における支援の枠組みに組み込むに
あたって，自傷をする生徒とその友人に関する知見
は未だ十分とは言えず，友人の援助的役割と危険性
はどのように存在するのか，自傷行為者が友人との
関わりをどのように捉えているのかといったことに
ついて，今後さらなる研究が必要であるといえよう。
また友人側の視点からも，自傷をする生徒に対して，
友人としてどのように捉え，関わっているのか，関
わる中で自傷行為や自傷行為者への捉え方や関わり
方に変化はあるのか，といったことについても知見
を深めていく必要がある。そのうえで，本邦の教育
現場において実施可能な支援体制，教育相談の在り
方を模索していくことが求められているといえるだ
ろう。
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状と課題について述べてきた。以上を踏まえると，
自傷をする生徒に対する教育相談活動は，いまだ十
分な体制が整えられているとはいえず，現場での知
識不足や対応における混乱，有効な支援方法が確立
されていないことなどが課題として挙げられる。一
方で，自傷をする生徒が最も援助を求めやすいのは
友人であり，その友人が持つ援助的役割と危険性は
徐々に明らかにされてきているといえるだろう。さ
らに，中学や高校における自傷行為をする生徒の支
援に対して，その生徒の友人たちを援助資源として
見出すことは，大変効果的であると考えられる。そ
して，そのような友人を援助資源として活用するた
めには，自傷行為をする生徒のみを対象として支援
するのではなく，生徒全体に対する介入方法を検討
していくことが重要である。つまり，従来の教育相
談のような個に焦点を当てた事後対応だけでなく，
集団にも焦点を当て，早期発見，早期支援を目的と
してチーム体制であたるといったような取り組みが
重要であると考えられる。文部科学省（2022）も，
教育相談について「児童生徒それぞれの発達に即し
て，好ましい人間関係を育て，生活によく適応させ，
自己理解を深めさせ，人格の成長への援助を図るも
のであり，決して特定の教員だけが行う性質のもの
ではなく，相談室だけで行われるものでもありませ
ん」と指摘しており，教育相談活動におけるあらゆ
る生徒への関わりと実践を推し進めている。一方で，
友人を教育現場における支援の枠組みに組み込むに
あたって，自傷をする生徒とその友人に関する知見
は未だ十分とは言えず，友人の援助的役割と危険性
はどのように存在するのか，自傷行為者が友人との
関わりをどのように捉えているのかといったことに
ついて，今後さらなる研究が必要であるといえよう。
また友人側の視点からも，自傷をする生徒に対して，
友人としてどのように捉え，関わっているのか，関
わる中で自傷行為や自傷行為者への捉え方や関わり
方に変化はあるのか，といったことについても知見
を深めていく必要がある。そのうえで，本邦の教育
現場において実施可能な支援体制，教育相談の在り
方を模索していくことが求められているといえるだ
ろう。
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